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■背景とねらい 

上伊那地域では、平成 23 年 11 月に地域の集

落営農法人や任意組織を集め、組織間の連携と

経営の高度化を目指すために「上伊那集落営農

組織ネットワーク（以下ネットワークと略）」が

結成された（令和４年 11 月現在 49 法人１任意

組織、事務局ＪＡ上伊那）。 

ネットワーク全体での経営総面積は、水稲

2,187ha、麦 320ha、大豆 141ha と、ＪＡ上伊

那の水稲 51％、麦 69％、大豆 97％(令和２年産

集計)を占め、土地利用型作物の大半を担ってい

る。  

しかしながら、農政制度の変更や米価の下落、

資材高騰、今後施行される消費税のインボイス

制度への対応等課題が山積みしており、各組織

の存続も危ぶまれている状況である。 

支援センターではＪＡ上伊那と共に、ネット

ワークに対して、令和元年度には集落営農組織

間連携に関するアンケート調査、令和２年度に

は集落営農組織セルフチェックを実施するなど、

各集落営農組織の課題を明確化し、早期に今後

の方向性を検討できるよう資料提供を行った。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 大豆栽培アンケートの実施 

支援センターの重点チーム会議において、上

伊那地域は、水田転換作物としての大豆栽培が

少ないことから、その原因を究明し、大豆導入

を図るべきということになった。 

そこで令和４年 11月に、ＪＡ上伊那と共にネ

ットワークに対して、大豆作付アンケート調査

を実施した（回答率 69.3％）。アンケート結果

は集落営農組織ネットワーク代表者会議にて発

表していく予定であったが、新型コロナウイル

ス感染症拡大により中止となった。 

このため、集落営農組織ネットワーク情報（会

独自情報紙）の紙面を活用し、各集落営農組織

へアンケート結果を情報提供をする予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 大豆を作付けしない理由は何ですか 

２ 耕畜連携に向けた意見交換会の開催 

飼料高騰により畜産農家が苦戦を強いられて

いる中、管内の大型畜産法人からの「稲ＷＣＳ

をまとまった地域で栽培してくれるところがな

いか」という要望を受け、支援センター内で栽

培を受けることが出来る地域を検討し、関係機

関と協議したところ、畜産法人と耕種農家の話

し合いの場を持つこととなった。 

１月 27 日、3 月 16 日に、管内の畜産法人と

集落営農法人、伊那市農政課、上伊那農業協同

組合、伊那酪農業協同組合、上伊那農業農村支

援センターの職員等多数が集まり、稲ＷＣＳ栽

培に向けた協議を実施した。 

 
写真１ 耕畜連携に向けた意見交換会の様子 

 

■今後の課題と対応 

この耕畜連携会議は、大型畜産法人と耕種法

人の情報交換を行い、令和６年度作での取り組

みを探ることを目的として開催したが、今後も

継続検討を行っていくことなり、取組みに至る

ことが関係者に期待されている。 

（地域第一係 増田） 

上伊那集落営農組織ネットワークへの各種情報提供 

重点推進方策Ⅰ 集落営農の新たな展開と担い手の確保 
集落営農組織の経営発展支援 
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■背景とねらい 

農業の新たな担い手を確保し上伊那地域の農

業振興を図るため、関係機関と連携し、就農希

望者への適切な就農相談を実施する。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 就農相談による要望把握 

⑴ 支援センターでの就農相談対応 

来訪等 45件に対して、相談内容に応じた助言

や情報提供を市町村・ＪＡと連携して行った。 

また県外の相談者等向けに、オンライン就農

相談会を計５回計画し、３名の対応を行った。 

相談者の内、就農の意向が固まり県の里親研

修を希望する方には、里親農業者をマッチング

し、来年度から４件の研修が開始される見込み

となった。 

 

写真１ 里親研修申し合わせの様子 

 

２ 就農支援体制づくり 

⑴ 新規就農促進連絡会議の開催 

６月８日と３月２日に市町村・ＪＡ上伊那・

農業開発公社・農業経営者協会を招集し開催し

た。各組織の取組状況や現地の課題等について

情報共有を図り、活動方針を明確にした。 

 

■今後の課題と対応 

 引き続き相談者の要望に応じて関係機関と連

携しながら、円滑な就農につながるよう支援を

行っていく。     （地域第一係 黒澤） 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

新規就農者の経営確立のためには、具体的な

就農計画の作成と計画に基づいた農業経営が必

要である。就農準備段階の者（里親研修生等）

が技術習得や経営能力を習得するための研修や

就農計画作成について支援を行う。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 栽培技術の向上支援と就農準備への助言 

⑴ 個別巡回及び検討会等の実施 

新規就農里親研修制度を利用する研修生７名

（うち研修１年目６名、２年目１名）に対し、

それぞれに担当者を２名程度割り当て、概ね毎

月１回を基本として里親農業者のほ場等を巡回

した。研修生および里親農業者双方から研修状

況や課題・要望等の聞き取りを行い、より効果

的な研修となるよう助言を行った。支援事項等

については毎月所内会議で共有するとともに、

市町村やＪＡ等にも情報共有をしながら、発生

した課題等については、関係機関の連携により

解決に向けた支援を行った。 

また、研修終了後の円滑な就農に向け、関係

機関と連携し個別に検討会を開催し、就農準備

状況の確認や就農計画作成等への助言を行った。 

 

■今後の課題と対応 

 引き続き定期的な巡回指導により、研修生、

里親農業者及び関係機関との情報共有を密に行

い、研修生の技術習得状況の確認のほか、研修

中の課題や就農準備等について的確な助言を行

う。 

 近年、研修生が就農希望地以外の市町村の里

親農業者のもとで研修を行う事例が増加してい

ることから、就農を希望する市町村で研修が実

施できるよう、里親農業者となっていただける

方の掘り起こしと登録支援を進めていく。 

 

           （地域第一係 黒澤） 

 

就農希望者の要望把握と 

地域ニーズの調整 

新規就農者の確保・育成 

効果的な研修実施と 

就農計画策定助言 
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■背景とねらい 

担い手不足が深刻になる中、次代の就農者の

育成が求められている。そこで、上伊那農業高

等学校や県農業大学校の生徒を対象として、先

進農家での体験実習やセミナーを行い、生徒の

農業に対する理解を深め、就農意欲の高揚を図

る。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 農業高校生による現地体験実習の実施 

緑の学園研修事業として、上伊那農業高等学

校の実習希望生徒２名に対して、農業経営者協

会や里親農家等の中から生徒の要望に基づいた

農家の選定・連絡・調整を行った。また、受け

入れ時には立ち合いを行い、適正な研修ができ

るよう支援した。 

２ 県農業大学校現地体験実習の受け入れ支援 

県農業大学校 総合農学科の現地体験実習は

６月 30日から６日間(前期)、８月 25日から 33

日間(後期)の計 39 日間行われた。生徒５名の

実習について、支援センターでは農家の選定や

連絡・調整を行うとともに、受入式や終了式の

開催、実習期間中の研修状況の確認を行うなど、

実習支援を行った。 

学生にとっては慣れない農作業や農家生活と

なり、疲れた様子もみられたが、研修先の農業

者やその家族とコミュニケーションをとりなが

ら熱心に研修が行われ、農業に対する理解がよ

り深まった。 

 

■今後の課題と対応 

 引き続き、教育機関及び市町村・ＪＡ等の関

係機関と連携し、現地での体験実習の支援や農

業高校へ農業者等を講師として派遣する「農業

の魅力発見セミナー」の開催し、次代の就農者

の確保・育成を図る。 

 

（地域第一係 黒澤） 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

新規就農者は栽培技術等が十分でないことが

原因で、農業経営に失敗する場合や、農業経営

の安定化に時間のかかることがある。そのため、

農業講座「新規就農実践塾」を開設し、新規就

農者に対し農業に関する基礎知識・技術の習得

を図る。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 新規就農実践塾の開催 

⑴ 講座の開設 

今年度は、基礎コース、ぶどう専門コース、

野菜専門コースの３コースを開設した。 

⑵ 受講者及び実施状況 

 就農５年以内の新規就農者への直接通知や、

ＨＰ等で受講者を募集し、受講者は基礎コース 

12 人、ぶどう専門コース 10 人、野菜専門コー

ス 12人となり、概ね募集人数を満たした。 

受講者は、青年新規就農者が 10人で、里親研

修生やＪＡインターン研修生等の就農準備者は

９人となった。 

各講座の実施状況は以下の表のとおりであり、

基礎コースでは座学研修、専門コースでは生産

者のほ場視察や実技研修等を中心に、計画どお

りの研修が開催できた。また、受講者間での交

流も深まった。 

表１ 講座開催状況 

 

 

■今後の課題と対応 

ＪＡ等の関係機関と連携し、受講生の意見も

参考にしながら、講師の資質向上や受講者間の

交流促進等、内容の充実を図る。 

（地域第一係 黒澤） 

 

コース 回数 主な内容

基礎 ６

地域の農業の概要、病害虫対策、農薬の適切な
使用方法、気象対応、農業機械の取り扱い、環
境農業等に係る取組・各種制度、農産物マーケ
ティング、土づくり・土壌肥料

ぶどう ４
品種・主要病害、傘かけ・房切り技術、
雨よけ栽培の実際、せん定技術

野菜 ３ アスパラガス、ブロッコリー、白ネギ栽培の実際

教育機関との連携による次代の 

就農者育成  

農業講座による基礎知識の 

習得支援 
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■背景とねらい 

 農業者が自らの経営を分析・改善するにあた

り、経営管理の基礎となる複式簿記の記帳スキ

ルは必須である。そこで農業経営講座を開催し、

複式農業簿記の基礎知識および技術習得を図る。 

■本年度の取組と成果 

１ 農業経営講座の開催 

⑴ 新規就農者等への周知 

講座は、上伊那農業協同組合(以下「ＪＡ上伊

那」)と合同で開催し、新規就農者や就農希望者

を中心にＪＡ上伊那広報誌[る～らる]や当セン

ターホームページ等で募集を行った。 

⑵ 講座内容 

 講座は 11月 22日より毎週火曜日に全６回実

施した(表１)。受講生は 11名で、ほとんどが新

規 就 農 者 、 就 農 希 望 者 で あ っ た 。

 
 全講座を通して出席率は概ね８割となってお

り、熱心な聴講と活発な質問等がされていた。

講座開催後にアンケートを行ったところ、各講

座とも内容に対し良かったとの評価が多かった。 

■今後の課題と対応 

 アンケートの中で、経営経験がないと内容が

やや難しい、パソコンを用いた簿記についても

う少し詳しくやってほしい等の意見が出された

ため、次年度の内容へ反映させていきたい。 

複式簿記を含め経営管理スキルは実務の中で

習得する部分も大きいため、今後も農業者の経

営能力の向上に向けて支援を行っていきたい。 

（技術経営係 唐澤） 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

 県では「農業経営・就農支援センター」を設

置し、支援センターでは現地相談窓口としてＪ

Ａ、市町村と協力し、担い手に向けた経営発展

支援を行っているが、課題の中には専門知識が

必要なものがある。そこで、「農業経営者サポー

ト事業(以下「サポート事業」)」の専門家派遣

等を活用し、農業者の課題解決を図る。 

■本年度の取組と成果 

１ 課題の聞取りおよび事前診断の実施 

 本年度は新たに３経営体から相談があり、課

題の聞取り、中小企業診断士による事前診断を

実施した。 

２ 専門家派遣の活用 

 本年度は４経営体に対して、法人化、労務管

理、経営継承、経営改善について専門家派遣を

計９回実施した。専門家派遣を行った結果、１

経営体で法人化、残

りの経営体も経営方

針の決定に繋がっ

た。また、専門家派

遣を活用し、管内青

年農業者を対象と

した経営相談会を

開催したところ、12経営体の出席があり、１経

営体で新規課題への取組みに繋がった（写真１）。 

３ 伴走支援の実施 

専門家派遣と併せて、サポート事業の対象者

となっている経営体を定期巡回し、専門家派遣

後の進捗状況の確認および技術課題の解決等に

ついて支援を行った。 

■今後の課題と対応 

 農業者が抱える経営課題は様々であり、相談

内容についても多角化してきている。専門知識

を必要とする経営支援については、サポート事

業を活用し専門家と協力しながら支援を行って

いく必要がある。今後も経営課題と技術課題の

両面を結び付けながら、農業者の課題解決支援

に取り組んでいきたい。 （技術経営係 唐澤）  

表１ 令和４年度 農業経営講座の開催状況 

回 日時 内容 講師 会場

1
11月22日
(火)

① 開講式～農業経営とは～
② 申告のための準備について

県専門技術員
伊那税務署職員

2
11月29日
(火)

3
12月６日
(火)

4
12月13日
(火)

5
12月20日
(火)

6
12月27日
(火)

⑪ PCを用いた農業簿記体験 JA上伊那職員

③～⑩    
　農業簿記の必要性について
　取引の記帳
　元帳から試算表作成
　決算整理の取引記帳
　決算整理後の精算表作成
　貸借対照表と損益計算書作成

JA上伊
那本所
会議室

外部講師

経営管理能力の向上 

経営能力の高い中核的経営体の育成 

経営発展に向けた 

中核的経営体への支援 

写真１ 経営相談会の様子 
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■背景とねらい 

農業経営者協会（以下、農経協）は、先進的

な農業経営者として県知事により認定された農

業経営士で構成されている。上伊那支部は 27名

の会員で活動しており、その支援を行った。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 担い手育成懇談会 

６月 28 日に上伊那農業高校、信州大学農学

部、ＪＡ上伊那、農業農村支援センター、農経

協上伊那支部の総勢 37 名が参加して開催され

た。 

農家体験実習生の受け入れ実績のある酪農と

花きの法人を現地視察し、その後の懇談会では、

参加機関の取り組み状況について情報交換する

とともに、意見交換を行った。 

 

 
写真１ 担い手育成懇談会 現地視察の様子 

 

２ 地元選出県会議員との懇談会 

 ９月 26 日に県議４名、会員７名が出席して

開催された。 

 飼料・肥料等の高騰対策、新たな担い手の育

成と確保、販売促進などの会員からの提案をも

とに活発な懇談が行われた。 

 

■今後の課題と対応 

 引き続き活動支援を行うとともに、他の担い

手団体等との連携に対する支援も行っていく。 

（技術経営普及課 宮下） 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

上伊那支部は、伊那市、駒ヶ根市、辰野町、

箕輪町、飯島町の会員 10 名と会友２名で構成

されている。地域の担い手として会員の個人活

動が活発に行われる一方、支部活動への参加率

向上や新規会員の確保が課題であり、役員会や

支部行事等を支援し、組織活動の充実を図った。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 支部独自活動について 

支部独自活動の検討や県協事業への参加を呼

び掛けるとともに、８、12月に役員会の開催を

支援した。また、会員からの要望に基づき、12

月にはインボイス制度研修会。１月には土壌と

肥料に関する研修会を開催した。インボイス制

度研修会では、会員が主体となり、地域の青年

農業者へ参加に向けた声掛けを行い、非会員６

名の参加につながった。 

 

 
２ 県協活動への参加誘導支援 

 県協で開催されるオンライン研修会等の情報

について、メールやライン等で連絡を行い、県

協活動の参加につながった。 

 

■今後の課題と対応 

 役員会や会員の個別巡回等により要望を把握

し、会員の経営発展のために必要なスキルの習

得ができるよう、研修会の開催等を支援する。 

また農業士の活動を青年農業者へ周知し、新

規会員の確保に努める。 

            （技術経営係 小池） 

 

写真１ 土壌と肥料に関する研修会の様子 

農業経営士活動の充実 

地域リーダーの育成 

農業士活動の充実 
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■背景とねらい 

農村生活マイスター上伊那支部は６地区から

構成され、59 名の会員で活動している。コロナ

禍で思うような活動ができない中、「新長野県農

村女性チャレンジプラン」の推進役となる農村

生活マイスターの育成、活動支援を行った。 

伊那谷ゆるっとつながる農業女子の会は幅広

い年齢層から構成され、農産物加工やマルシェ

などの活動を中心にＳＮＳの活用も行っている

が、会の設立から日が浅く、会員から農村生活

マイスターへの認定も見据え、活動を支援して

いる。 

■本年度の取組と成果 

１ 農村生活マイスター 

⑴ 30周年記念式典の開催 

11 月 10 日に、長野県農村生活マイスター30

周年記念式典を県伊那文化会館で行い、関係者

含め約 200名が出席し盛大に行われた。会長が

当支部の菅家支部長でもあったため、記念式典

が伊那市で開催され、支部としても開催を支援

し、物品販売にも多くの会員が参加した。記念

式典では、シャンソン歌手の佐々木秀実さんの

講演などがあり、コロナ禍で行事に参加する機

会が減っていた会員には大きな刺激となった。 

⑵ 各種事業の積極的な実施 

 マイスター協会の各種事業に積極的に取組み、

以下の活動を実施した。 

ア チャレンジプラン推進モデル事業 

辰野地区で、地元産そば粉の消費拡大と活

用方法の提案を目的に、14名が参加し試作調

理実習とソバプロジェクト委員会、ＮＰＯ法

人、社会福祉協議会へのレシピ提供を行った。 

イ 次代活性化事業 

米粉の消費拡大を目的に、米粉の料理講習

会を北部３地区（辰野町、箕輪町、南箕輪村）

合同で、会員が講師となり 19名が参加した。 

ウ 牛乳・乳製品利用講習会 

 伊那地区において、牛乳の消費拡大を目的 

に料理講習会が開催され、15 名が参加した。 

⑶ 冬期研修会の開催 

 通常総会に合わせ、冬期研修会を開催し新 

 

 

 

 

型コロナにより中止となった前年度と今年度

の事業紹介を行い、情報交換をおこなった。 

また、長野県レクリエーション協会の竹中雅

幸会長から指導をいただき、気軽にできる頭

の体操を体験し、今後他の地域でも行いたい

との声があがるなど有意義な研修会となっ

た。 

 

写真１ 冬期研修会の様子 

２ 伊那谷ゆるっとつながる農業女子の会 

⑴ 農業女子経営力アップ支援事業 

長野県農業再生協議会の事業に応募し、有機

農業の勉強会を２回実施、お楽しみ会と題して

マルシェと研修会を合わせたイベントを２月

22 日に開催した。 

 

写真２ お楽しみ会のマルシェの様子 

(2) 女性の就農環境改善緊急対策事業 

農林水産省が民間へ委託した標記事業に応募

し、規格外の野菜、果物を乾燥野菜へ加工し、

都会のママ団体に試作品を評価していただいた。 

■今後の課題と対応 

 マイスターは今年度１名新たに認定となった

が、高齢から７名が退会となったため、新たな

アクションプラン実行のためにも新規認定者を

増やしていく必要がある。（地域第二係 菅澤） 

          農村女性リーダーの育成 

長野県農村生活マイスター、伊那谷ゆるっとつながる農業女子の会活動支援 
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■背景とねらい 

箕輪町農業者クラブは会員数 13名（令和４年

２月現在）の若手農業者団体である。近年は新

型コロナ感染症対策の影響等により活動が停滞

しており、活動活性化に向けた支援を実施した。 

■本年度の取組と成果 

１ 連絡網の整備 

 これまで支援センターからの通知は町を経由

して発送していたため、会員に届くまで時間が

かかった。そこで LINEグループを活用し、改善

を図った。これにより、支援センターからの通

知がリアルタイムで直接会員に届くように体制

が改善されただけでなく、会員と双方向でやり

取りできるようになった。また、LINEを通じて

労働力の確保の相談がなされる等活用の幅が広

がった。 

２ 当クラブに対するアンケートの実施 

 当クラブの課題の把握を目的に、Microsoft

アプリの Formsによる匿名のアンケートを会員

に向けて実施した。アンケート結果は２月 22日

の定例会にて共有し、来年度の活動内容や組織

体制等について意見交換を行った。その中では

クラブに対する様々な意見や活動案が出された。 

出された活動案は総会で最終決定し、来年度

活動を実施していく。 

 
写真１ 定例会の様子 

■今後の課題と対応 

 定例会で出された意見を基に来年度のクラブ

の在り方についても引き続き意見交換会の開催

支援や活動支援を行っていく。 

（地域第一係 濵） 

 

 

 
 

■背景とねらい 
宮田村農業者クラブ会員 32名（令和５年３

月１日現在）は、農業者同士の情報交換、必要

な農業技術の習得等を通じて地域農業の維持発

展に貢献することを目的として活動している。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 視察研修会の開催支援  

12 月８日富士見町の「カゴメ野菜生活ファ

ーム富士見」及び塩尻市の「サンサンワイナリ

―」へ視察研修を行い、会員 10名が参加した。 

支援センターでは、当日の同行は出来なかっ

たが、視察先の提案やスケジュールの作成等の

事務的な支援を行った。 

２ 勉強会の開催支援 

 ２月 22 日に会計事務所の税理士を講師とし

て、インボイス勉強会を開催し、会員８名が参

加した。支援センターでは研修実施にあたり講

師との調整及び当日の進行を行い、会員にとっ

て有意義な研修になるよう支援を行った。研修

会では、インボイスについての知識の少ない会

員も多かったが、講師からのわかり易い説明を

受け、「不安に思っていた点が解消し、良かった」

等の意見もあり、インボイスに対する理解が高

められた。 

 
写真１ 勉強会の様子 

 

■今後の課題と対応 

 会員の年齢幅が広く共通の興味や課題が見つ

けにくい。品目を超えて興味がわく内容の事業

を行うと共に、地域の担い手としての素養を高

める学習・交流を行う。 

（地域第二係 山戸） 

 

箕輪町農業者クラブ 

活動の活性化に向けた支援 

宮田村農業者クラブ 

活動の活性化に向けた支援 
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■背景とねらい 

 南箕輪村農村青年倶楽部は、平成４年に発足

した会員 19名（令和５年３月１日現在）の団体

である。会員同士の連携と親睦を図り、地域貢

献を推進するために、活動支援を行った。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 例年の取組と本年度の経過 

この会では、平成 24年から県外での訪問販売

を実施していたが、ここ数年、新型コロナの影

響により実施は叶わなかった。そこで本年は、

会員間の話し合いの場を設けることで、地元消

費者へのＰＲを目的に村内販売会に力を入れる

こととなった。 

 

２ 村内農産物物販会の開催支援 

10 月 22 日の南みのわ農産物フェアでは、会

員有志による農産物販売会が、道の駅大芝高原

にて実施された。支援センターでは、他地域の

販売会情報を提供するなどの活動支援を行い、

当日は農業者のアピールの場となるように、消

費者と農業者の話し合いを取り持った。 

また、会では独自のマルシェ立ち上げの意向

があることから、その立ち上げに向けて対役場

での小規模な販売会の開催支援等をし、物販に

対する経験の習得や会員の意欲の向上を図った。 

 

写真１ 農産物販売会の様子 

 

■今後の課題と対応 

会員との話し合いの中で他地域の事例を情報

提供するなど、新型コロナの影響で停滞した活

動の活性化を図るために支援をしていく。 

（地域第一係 小林） 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

 青年農業者の自立した農業経営を確立するた

め、課題発見・解決能力の獲得と向上を図る。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 課題の発見とその解決支援 

⑴ 対象者の選定と支援 

青年農業者等にプロジェクト活動への誘導を

行った。対象者は新規就農者等の重点対象者の

他、課題解決に取り組んでいる農業者３名を重

点支援対象として選定した。 

対象者に対し個別巡回指導や検討会を行い、

課題解決の取組、また結果のまとめ、発表準備

等について支援を行った。 

 

⑵ 成果発表のためのフォーラム開催 

１月 19日にアグリフォーラムを開催した。プ

ロジェクト活動の成果発表を２名が行ったほか、

農業への思いや将来の目標に関する意見発表を

２名が行った。農業者・関係機関等が出席し、

発表に対し活発な情報交換が行われた。 

プロジェクト・意見発表者のうち、それぞれ

１名が、「明日の長野県農業を担う若人のつどい」

の発表者として推薦された。 

 

写真１ アグリフォーラムの様子 

 

■今後の課題と対応 

新規就農者・青年農業者の巡回等の中で、農

業者の課題を引き出し、解決方策の取組支援を

行っていく中で、発表への誘導を行い、仲間づ

くりや組織活動の活性化にもつなげていく。 

（地域第一係 黒澤） 

プロジェクト活動の取組による 

技術向上と交流促進 

南箕輪村農村青年倶楽部 

活動の活性化に向けた支援 
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■背景とねらい 

実需者ニーズを的確に捉えて契約取引を目指

す農業者の育成及び産地づくりを推進するため、

農業者と実需者とのマッチングを図る。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 生産者と実需者のマッチング 

 辰野町農業委員会では、令和４年から中山間

の遊休荒廃地対策として、たかきび（子実用ソ

ルガム）の試験栽培を進めているが、販路確保

に苦慮していた。そこで、伊那市の先進農家で

あるＹ氏とのマッチングを図り、１月 31 日に

商談を兼ねた産地視察を実施した。 

 視察には生産者７名が参加し、栽培技術の他、

調製方法や販売方法等について活発な情報交換

が行われた。また、来年以降、辰野町のたかき

びをＹ氏が受け入れ、既存の取引先にまとめて

販売するという提案もあった。 

 

写真１ 産地視察の様子 

２ 活動の成果 

 視察研修を通じて、辰野町の生産者のモチベ

ーション向上が見られた。また、生産者同士の

ネットワークを新たに構築することができた。 

 

■今後の課題と対応 

 委託栽培の提案があった一方、既存取引先の

受け入れ量にも限界があるため、関係者同士で

十分に調整した上で作付けする必要がある。他

の雑穀との複合も提案していきたい。 

（地域第一係 林） 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

実需者からの要望により、令和３年から管内

３市町村でサンショウの試験栽培を始めている。

県内におけるサンショウ栽培は知見が少ないた

め、栽培技術確立に向けた支援に取り組む。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 先進農家の視察 

 辰野町農業振興センターとの共催により、６

月 22 日に駒ケ根市内のサンショウ先進農家の

視察訪問を実施した。成園を見たり、収穫方法

を教わったりし、知識の習得に結び付いた。 

２ Ｙ社との産地巡回 

実需者であるＹ社（長野市）とともに、６月

28 日に各試験ほ場の巡回を実施した。生育状況

の確認や、越冬管理に関する情報交換等を行う

ことができた。 

 

写真２ 実需者との産地巡回の様子 

３ 活動の成果 

実需者との連携による産地巡回が恒常化し、

取引開始に向けて長期的にサポートを継続し

ていく体制ができつつある。 

 

■今後の課題と対応 

 現在は株養成中だが、収穫が始まると短期間

に繁忙期が集中するため、実需者とも連携し、

あらかじめ収穫や出荷体制を整えておくことが

必要と考えられる。 

（地域第一係 林） 

販路開拓のための実需者との 

商談実施の支援 

多様な需要に応えるマーケティングと６次産業化による経営安定 

実需者との契約取引に向けた 

サンショウの産地化検討 
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■背景とねらい 

 農産物の価格低迷からの活路、ＳＤＧｓの考

えの浸透から６次産業化が求められ、先駆的に

活動してきた加工組織もコロナ禍で観光客の減

少、試食販売の自粛など厳しい状況にある。 

 そこで、「のうさん味ネット上伊那」の活動支

援を行い、新たな販売方法の支援を行う。 

■本年度の取組と成果 

１ 研修会の開催 

９月 27日に総会に合わせ、コロナ禍によりイ

ベント販売、直接販売が難しくなっている状況

から「コロナ禍における農産加工品の販売促進、

販路開拓への取り組み事例とアドバイス」と題

して、長野県産業振興機構の県産品コーディネ

ーターの生稲芳高氏から講演をいただいた。５

団体が参加し、陳列の方法やポップの作り方な

どすぐに役立つアドバイスなどをいただいた。 

２ のうさん味ネットフェアの開催 

組織の一大イベントである「のうさん味ネッ

トフェア」は農産加工品をＰＲする貴重な行事

であったがコロナ禍で２年間開催できなかった。

今年度は感染対策を講じ、試食なども行わず 10

月 30 日の 1 日のみで、飯島町の道の駅「花の

里いいじま」において開催した。 

５団体が参加し、久しぶりの対面販売と消費

者との交流や自慢の加工品のＰＲを行った。 

 

写真１ 販売会の様子 

■今後の課題と対応 

 のうさん味ネット上伊那は高齢化により加入

団体が減少しているが、新たに加工にチャレン

ジする農家、団体も見られることから、新規会

員の加入を勧め、活性化を図る。 

           （地域第二係 菅澤） 

 

 

 

 

■背景とねらい 

伊那市高遠町において、令和２年に「高遠て

んとうなんばん」と「芝平なんばん」が信州の

伝統野菜に選定された。 

また地元 22名の有志によって、令和３年には

高遠在来とうがらし保存会が設立され、振興の

推進体制が確立された。 

そこで、この２品種において伝承地栽培認定

取得に向けて支援をしていく。 

■本年度の取組と成果 

１ 肥料試験圃の設置 

この２つの品種は、とうがらし栽培という性

質上、生産者個々に数株単位での栽培が行われ

ており、統一した栽培の基準が無い。そこで統

一基準を作るべく施肥量の検討を行った。 

⑴ 施肥量の比較 

 農家聞き取りで「高遠てんとうなんばん」の

慣行施肥量は、炭酸苦土石灰 10kg/20㎡、発酵

ケイフン 30kg/20㎡、豊年満作有機 20kg/20㎡

であった。慣行量を基準に、その２倍量と半量

を比較検討した。 

表１ 高遠てんとうなんばんの収穫状況調査 

 
株当たり果数は２倍量区が優れ、株当たりの

果重は慣行量区が優れたことから、１果重は慣

行量区が優れた。 

信州大学の辛味成分量調査（カプサイシノイ

ド含量）では、施肥量が多くなるにつれて、辛

味成分量が増える傾向が見られたが大きな差は

なかった。（データー省略） 

■今後の課題と対応 

 経費や１果重から慣行量区を採用し、栽培暦

に反映する。 

（地域第一係 増田） 

良果数
変 形 ･ 未
熟果数

半量区 133.6 104.2 29.4

慣行量区 167.4 139.0 28.4

２倍量区 182.0 261.6 41.8

良果重
変 形 ･ 未
熟果重

半量区 200.4 166.2 34.2

慣行量区 326.2 289.8 36.4

２倍量区 306.0 140.2 41.8

区名
果数（果/株）

果重(ｇ/株)
区名

農産物加工組織の活動支援 

（のうさん味ネット上伊那の支援） 

 

高遠てんとうなんばん等の 

伝承地栽培認定支援  


